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1.村上信用金庫の概要
村上信用金庫名称

新潟県村上市小町2番15号本店所在地

1907年(明治40年) 村上信用組合として設立
1952年(昭和27年) 信用金庫法に基づき改組設立

7店舗店舗数

854億円預金残高

369億円貸出残高

97名総役職員

2025年3月31日現在
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地元事業者が抱える経営課題の多様化から、当金庫において事業者支援への対応強化について必
要性を認識した。

2.村上信用金庫における課題

地元事業者が

抱える経営課題

物価高

インフレ

人手不足

事業承継
（後継者不在）

過剰債務

当金庫における事業者支援に対する対応
（R6～8年度中期経営計画への掲載）

業績評価制度の一時休止

DX支援にかかる取組み深化

経営改善・事業再生・廃業支援の体制強化
活性協トレーニー制度の活用

外部機関・専門家との連携
・
・
・
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DX支援に対する具体的な取組みが検討できていない

2.村上信用金庫における課題
中期経営計画に「DX支援にかかる取組み深化」を掲げたが、以下当金庫における課題から実態と
しては具体的な取組みを検討できていない状況にあった。

④DX支援の体制未整備③業務の多様化・高度化

⑤当金庫における業務デジタル化の遅れ（現状維持バイアス）

➁DXに対する職員の意識醸成不足➀当金庫における人材不足

DX伴走支援への参加
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「自社DX×取引先DX」両面での体制構築

３.DX伴走支援への参加
当金庫におけるDX伴走支援への参加にあたりゴール設定した。

➀当金庫がDXに
取組むことでDXを理解

➁当金庫DXへの取組み
の過程においてDX支援

体制を構築
×
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4.DX認定への挑戦
DX伴走支援への参加に伴い、DX推進プロジェクトチーム(以下DXPT)を組成、また当金庫DX
への取組に向けた組織体制について以下図のとおりとした。

• これまで進捗してこなかった経緯もあり、
㈱イードア様からの助言でDXPT組成。

• 自社内DXの促進、DX支援の推進に向けた施
策の考案、指揮、検証など、DXPTが主導す
ることで当金庫DXの着実な遂行が可能。

• 本部各部署からメンバーを選出、DXの取組
みに向けた多角的な考察が可能。

効 果理 事 会

統合リスク管理委員会 総合企画委員会

DX推進プロジェクトチーム

本部・営業店

リスク管理等 経営計画・予算作成

施策の立案・指揮・検証

施策の実行

総務部

業務部

総合企画部

審査管理部

6名選抜
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4.DX認定への挑戦

伴走支援の開始
(当金庫DXに向けた検討開始)

業務効率化の検討を目的として
本部業務の棚卸に着手

膨大な業務の洗い出しに挫折

DXを進めるためには...
➀目指すべきビジョンの整理
➁中⾧期戦略の設定
③情報やデジタルツールを
どう活用するを検討

［要因］
・「DXへの取組み＝デジタルツール導入」と誤認
・ 業務棚卸を行う目的の共有がされず、職員間の
意識統制が図れなかった。

DX認定取得に向けたプロセス
が有効と理解

自社DXに向けた業務効率化を検討した中でDX認定の必要性を認識した。
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4.DX認定への挑戦

『地元のメインバンク』としての存在価値を維持・向上するため、データを活用したお客様
支援と質の高い金融サービス提供により、デジタル化を前提とした持続可能な業務運営体制
を確立し、地域企業の課題解決に迅速かつ確実に寄り添う金融機関へと進化します。

当金庫の3ヶ年度中期経営計画を基にした経営ビジョンを掲げ、「顧客支援」「自金庫業務改
革」「人材育成」という3つの柱を軸としたビジネスモデルの方向性とDX戦略を設定。

経営ビジョン

ビジネスモデルの方向性
デジタル技術を活用したお客様支援

（外部への戦略）
自金庫内業務の効率化
（内部への戦略）

DX推進人材の育成
（内部への戦略）

顧客との「関係深化」、「収益基
盤の強化」に繋げる。

付加価値の高い業務への集中を可能
にし、「収益基盤の強化」に繋げる。

継続的な組織改革と持続的な成⾧を
可能とし、職員のエンゲージメント
向上に繋げる。
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4.DX認定への挑戦
DX戦略
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5.DX支援への取組み
DX支援における研修会の参加、企業への実践研修から学んだ金融機関におけるDX支援のフロー
は以下のとおりである。

事業者の現状把握 課題抽出(DX)
課題に応じた適切な
専門家等への橋渡し

専門家の助言・指導
のもと改善行動

の実施

DX支援フロー

DX支援は事業者支援ツールの1つ

DX支援における金融機関の役割 ＝ 前捌き

事業者支援における
推進体制の構築
（WF作成・専門家連携等）

事業者の情報共有
手段の整備
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6.伴走支援を振り返って

伴走支援による取組み要因当金庫DXへの課題
・セミナー・実践研修への参加によ
り、DXへの理解・スキル面の習得を
行うことができた。

DXについての理解不足➀人材不足

➁意識醸成

・DX認定の過程でDXについての理
解・今後のスケジュールを検討する
ことができた。

DXに向けた実務的な計画がない。

・DXPT創設による当金庫内でのDX推
進体制を構築、本部においてDXを検
討することができた。

・実践研修への対応により、営業店
におけるDX支援の認識を深めること
ができた。

社内への巻き込み不足

・DX支援は事業者支援ツールの一つ
であり、金融機関においては「前捌
き」が重要であることを理解した。

・DXPT創設し、DX認定の申請に向け
て論点の洗い出しを実施した。

DX支援についての理解不足③業務の多様化・高度化

これまでは個別最適化となっており、
全社最適化するため計画がない。

④体制整備

・DX認定申請の過程で、デジタル
ツール導入スケジュールを検討する
ことができた。

デジタルツール導入に向けた具体的
な検討がなされなかった。

⑤業務デジタル化の遅れ

中期経営計画において「DX支援」は掲げていたものの実態としては取り組めておらず、DX伴走
支援は当金庫DXに向けたゼロからの取組みであった。その中でDX伴走支援を通じて、当金庫
DXに向けて以下のとおり深化が図れたものと考える。
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引続き当金庫DXに取り組んでまいります!

7.今後の取組方針

①DX認定の申請・取得

②自社DXの促進
・業務棚卸による現状把握および改善検討
・IT・デジタルツール(情報共有システム・
融資稟議システム・店内ATM等)導入検討

③取引先DXの推進
・WF作成、外部機関との連携スキーム
の構築

・職員向けのＤＸ支援研修会等の開催

DX伴走支援は2月20日で終了となるが、当金庫DXの促進に向けて以下取組みを継続して参ります。
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ご清聴ありがとうございました!
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